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昭和シェル石油グループは「経営理念」に基づき、様々なステークホルダーの皆様と協力しながら「社会や顧客
から求められるエネルギーソリューション・プロバイダー」となることを目標に掲げています。この目標を実現す
るための活動そのものがCSR（企業の社会的責任）であるとの認識のもと、当社グループの経営および企業活
動全般をよりわかりやすくお伝えするため、本年度より「アニュアルレポート」と「サステイナビリティ･レポート」
を統合した「コーポレートレポート」を発行いたします。

編集方針

業績の見通しなど、将来の情報に関する注意事項
このコーポレートレポートに記載されている、昭和シェル石油株式会社の業績の見通しなど、将来に関する情報は、現段階における各種情報に基づいて当社の経営陣が
判断したものであり、実際の業績は、為替レート、市場動向、経済情勢などの変動により、こうした記述と大きく異なる可能性があることを、予めご承知おきください。

非財務情報の開示に関する参考ガイドライン
● 国際標準化機構「ISO26000」
 社会的責任に関する国際的なガイダンス規格
● GRI (Global Reporting Initiative)「サステナビリティ レポーティング ガイドライン第3版（G3）」
 企業のサステイナビリティ報告に関する国際的なガイドライン
● 環境省「環境報告ガイドライン2007年版」

報告対象範囲
 原則として、2011年12月末時点の昭和シェル石油グループの連結子会社34社、持分法適用会社

13社を対象としています。ただし、対象が異なる場合はその旨を明記しています。

FTSE4Good
当社は、SRI（社会的責任投資）指標「FTSE4Good Index Series」に2004年から8年連続で選出されました。
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　本レポートは、ステークホルダーの皆様とのコミュニケーションツールとし
て、昭和シェル石油グループの経営の方向性、戦略、事業概況、経営体制に加
え、CSR活動などの非財務情報を総合的に取り入れています。CSR活動など
の非財務情報については、各種ガイドラインを参考に「コーポレート・ガバナ
ンス」「HSSE(健康・安全・危機管理・環境保全)」「人材」「地域貢献」の取り
組みに焦点をあて編集しています。
　その他のCSRの取り組みを含めた詳しい内容は、WEBサイトに掲載の

「CSR Book 2012」にて報告しています。
　なお、本レポートの内容は、2011年度（2011年1月1日～ 2011年12月
31日）の実績に基づいた報告に加え、2012年度の活動内容も含んでいます。

http://www.showa-shell.co.jp/society/csr/index.html
WEBサイト CSR Book 2012表紙

See P.40「経営理念」



Conquer the Change, 
Pioneer the Future

当社は112年の歴史を持つエネルギー企業です。
長年にわたって存続し、成長を重ねることができたのは、
環境の変化に適応し、社会から求められるものを提供してきたからです。

現在、エネルギーをめぐる事業環境は、大きな変化を迎えています。
当社グループは、社会や顧客から求められる
エネルギーソリューション・プロバイダーとなるため、
この変化に打ち克ち、さらなる成長を目指していきます。

強い者が生き残るのではない。

　変化に適応できる者が生き残るのだ。
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MARKET ENVIRONMENT

　日本の石油製品需要は縮小傾向にありますが、重要なエネ
ルギー源として一定の需要が見込まれます。世界全体では需
要の増加が見込まれ、とりわけ、中国やインドなどを中心とす
るアジア地域の経済成長に伴う消費量増加に加え、人口増加の
著しい中東でも増加が見込まれています。

世界の石油需要の見通し

ROBUST
　当社の石油事業は、大きな環境変化の中にあります。石油製品販売の大部分を占める国内市場は、少子高
齢化による人口の減少や、エコカー普及などの省エネルギー促進により縮小傾向にありますが、今後も石油
が一次エネルギーの中で一定の地位を確保し続けることは間違いありません。一方で、もう1つのターゲット
市場である海外市場、特にアジア市場においては、今後も引き続き需要が増加することが見込まれます。日本
国内で流通している石油製品は他国のものと比べて品質が高く、アジア市場においても販売可能であり、国
内市場同様に着目すべき市場です。
　このような環境下、国内市場を最重要ターゲットとする一方で、アジア市場での事業展開および競争力確保を
見据えた活動を行うことで、事業収益力のさらなる強化を図ることが可能であり、かつ重要であると言えます。

石油事業
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■ 日本　　■ アジア（日本を除く）　　■ アフリカ　　■ 中東
■ 欧州・ユーラシア　　■ 中南米　　■ 北米　　■ その他
出典： IEA「World Energy Outlook 2011」より作成
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～ 事業環境 ～

主要な一次エネルギーとして
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この目標を達成することが昭和シェル石油グループのＣＳＲの基本です。
当社グループは、エネルギーの安定供給、環境保全、人権の尊重、
公正な事業慣行やコミュニティへの積極的参画など、企業活動を通して
ＣＳＲを実践し、社会とともに持続的な成長を遂げていきます。

社会や顧客から求められる
　エネルギーソリューション・プロバイダーになる

CSR（企業の社会的責任）の基本的な考え方

CSR
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ISO26000との対照※目次
コーポレート・ガバナンス

経営の透明性と効率性のより一層の向上を図るため、外部からの客観的な視点を積
極的に経営に取り入れるとともに、当社の企業目標や特性、また社会環境、法的環
境の変化に対応した最適なガバナンス体制を整備しています。

組織統治・公正な事業慣行
組織統治・公正な事業慣行
組織統治・公正な事業慣行
組織統治・公正な事業慣行
組織統治

コーポレート・ガバナンス体制P.42

役員一覧

P.43
P.44
P.45
P.47

HSSE
「健康、安全、危機管理及び環境保全に関する基本方針」を定め、“健康（Health）、
安全（Safety）、危機管理（Security）、環境保全（Environment）”の継続的なマネ
ジメント・改善活動を行っています。このHSSEの取り組みを、エネルギー企業とし
て社会的責任を果たしていくための最優先事項であると位置付け、トップ主導のも
と推進しています。

HSSEマネジメントシステム 組織統治・労働慣行・消費者課題・環境P.48
安全（Safety） 労働慣行・消費者課題P.50
危機管理（Security） 組織統治P.51
環境保全（Environment） 環境P.52

人材
石油事業・エネルギーソリューション事業の展開に必要な、多様な人材を確保・育
成するため、従業員が個々の能力を最大限発揮できるような人事制度の整備、教育
制度の構築・運用を行っています。また、企業の社会的責任として人権を尊重し、
様々なライフステージや働き方に応じた支援制度の充実、労働安全衛生の確保を行
うなど、働きやすい職場づくりに取り組んでいます。

ダイバーシティと
インクルーシブネスの実現 労働慣行・人権

P.57
人材ビジョン 労働慣行P.56

地域貢献
コミュニティとの関わりを積極的に持ち、地域・社会の持続的な発展に貢献していく
ことは、企業として果たすべき重要な役割であると考え、次世代育成、地域貢献、国
際貢献、環境保全など様々な分野での社会貢献活動に取り組んでいます。

社会貢献活動の紹介 コミュニティへの参画及びコミュニティの発展P.59
震災後の復興支援と
緊急時対策の強化 コミュニティへの参画及びコミュニティの発展

P.60

※ ISO26000：国際標準化機構が発行した、社会的責任に関する国際ガイダンス規格です。なお、当社のCSR活動のISO26000への対照表は、WEBサイトに掲載の
「CSR Book 2012」で公開しています。

http://www.showa-shell.co.jp/society/csr/index.html「CSR	Book	2012」掲載項目

2011年CSR活動実績レビュー表 See CSR	Book	2012		Ｐ.3
お客様満足度の向上 See CSR	Book	2012		Ｐ.14 消費者課題

パートナーとのコミュニケーション See CSR	Book	2012		Ｐ.15 公正な事業慣行

社外役員の状況
役員報酬
内部統制システム
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当社は、株主の皆様・お客様・ビジネスパートナー・従業員・社会などのステークホルダーに対する
社会的責任を果たしながら、持続的に成長し企業価値を高めることを目指しています。これを実現する
ため、外部からの客観的な視点を積極的に経営に取り入れ、当社の企業目標や特性、また社会環境、
法的環境の変化に対応した最適なガバナンス体制を整備し、経営の透明性と効率性のより一層の向上
を図っています。

コーポレート・ガバナンスの基本的な考え方

　当社は、変化し続ける事業環境下で経営の効率を高め
るため、1997年以降、社内取締役数の削減や執行役員
制度の導入、社外取締役の増員などのコーポレート・ガ
バナンス改革を行い、責任と権限の明確化、業務執行の
監督機能強化、意思決定の迅速化、業務執行の効率化を
図ってきました。

コーポレート・ガバナンス体制

　当社の取締役会は、社外取締役4名を含む取締役8名
で構成され、経営戦略などの重要事項について決定する
とともに、業務執行を監督しています。
　取締役会の議長は代表取締役会長が務め、少人数で迅
速な意思決定を行っています。また、大局的、客観的かつ
多様な視点を経営に取り込むため、取締役のうち半数を
社外取締役としています。社外取締役が取締役会で十分
な審議ができるよう、取締役会資料の事前配布、事前説明
を実施しており、各取締役会では活発な議論がなされてい
ます。

取締役会および取締役

　当社は監査役制度を導入しています。監査役会は2名
の常勤監査役および独立性の高い2名の社外監査役で構
成されています。特に社外監査役は、広い知見や独立性
に加え、監査上求められる客観性、中立性、専門性などを
有し、経営陣への監督機能を働かせています。
　監査役は、監査方針、監査計画などを定め、取締役会
その他重要な会議への出席、取締役や執行役員からの業
務の状況の聴取、部門監査、事業所・子会社などへの往
査などを通して取締役会の業務執行についての業務監査
および会計監査をしています。また、内部監査を担当する
監査部から往査の結果や課題について、会計監査人から
は会計監査の経過や結果、検討事項などについて報告を
受けています。
　監査役による監査の実効性を確保するため、監査役専
属のスタッフを配置して監査のサポート体制を整えるとと
もに、監査部や会計監査人、内部統制に関わる管理部門
などと相互に連携しています。社外監査役に対しては、取
締役会資料やその他重要な会議の重要議題に関する資料
を事前に配布し、必要に応じて事前・事後の説明を行うな
どのサポート体制が整備されています。

監査役会および監査役

1997年 取締役26名を22名に削減
行動原則の制定

1999年 取締役18名を11名に削減
執行役員制度の導入

2003年 執行役員制度改定、「経営執行会議」の創設
社外取締役1名増員
社員相談窓口「Voice of People」の設置

2005年 社外取締役1名増員

2006年 内部統制推進委員会の設置

2007年 情報開示サブコミッティの設置
役員退職慰労金制度の廃止

2009年 社外取締役1名増員
（取締役8名のうち半数の4名を社外取締役に）

2010年 「ソーラー戦略会議」の創設

ガバナンス体制強化の取り組み

　また、社外取締役4名のうち2名を独立取締役とし、一
般株主の利益保全と経営の客観性の確保を図っています。
　なお、取締役の任期は2年としています。
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　震災発生後は、ライフラインとして欠かせないエネル
ギーの供給を一刻も早く行うべく、グループを挙げて設
備や供給網の早期復旧に努め、官邸や資源エネルギー庁
の要請に対応したほか、被災地向けに灯油などのドラム缶
詰め燃料を供給しました。その後2011年4月には、サー
ビスステーション（SS）の被災により、燃料供給が空白地
帯となっていた岩手県陸前高田市において、地域の系列
特約店および消防の協力のもとミニローリーやドラム缶な
どを活用した仮設SSの運営を行うなど、時機に応じた安
定供給体制の構築に取り組みました。当社ではこれら震
災時の対応経験を活かし、SS・製油所・油槽所の津波対
策や事業継続計画書（BCP)の見直しを行うなど、緊急時
のエネルギー供給体制の強化を行っています。
　そのほか、放射性物質汚染対処特措法に基づいて指定
された、放射性物質の汚染懸念のある区域の社有施設に
ついて、自主的に調査および対策を実施するため準備を
進めています。これより得た調査結果などは、行政のほか
地域の皆様にもお役立ていただけるようフィードバックを
していく予定です。
　また、災害時自家発電用設備や貯水槽を備え、災害に
よりインフラが断絶された際も石油製品や生活用水の供
給を行うことが可能な災害対応型SS※の拡充にも引き続
き取り組んでいきます。
※災害対応型SS

（2011年12月末時点）：
全国40ヵ所

東日本大震災にて被害を受けた地域に対し、グループを挙げて復興に向けての支援を行いました。また、今回の震災の
経験をもとに、グループの緊急時対応の見直し・対策強化に取り組みました。

石油製品の安定供給、および緊急時対策の強化

震災後の復興支援と緊急時対策の強化

太陽光発電を用いた復興支援

　NPOや昭和シェル石油グループの系列特約店などと
協力して、被災地の支援を継続的に行っています。被災地
のニーズや要望にお応えするために復興担当のスタッフ
を現地に派遣し、これまでに岩手県陸前高田市、宮城県石
巻市、南三陸町などの避難所やボランティアセンターな
ど、200ヵ所以上の施設へ太陽電池などを無償提供しまし
た。石巻市の造船所に設置した太陽光発電システムは、
漁の再開に必要な船の修理のための電力源として活用さ
れ、雇用の創出に貢献しています。このほか、通学路、バ
ス停、通勤用フェリー乗り場など、より生活に密着した場
所や安全性が求められる場所に、太陽光発電を利用した
街路灯の設置を行いました。また、宮城県気仙沼市の指
定避難所・避難場所となっている小中学校10校に、環境
教育、緊急時の電力確保、節電を目的として、太陽光発電
システムを無償提供しました。当社は今後も、被災地の皆
様に太陽電池をお届けすることで、早期の復興に貢献して
まいります。

自衛隊基地に供給したドラム缶詰め燃料

災害対応型SS 海岸近くに設置した街路灯

造船所に設置した太陽光発電システム
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会社名 主な事業内容

連結子会社（34社）
昭和四日市石油（株） •石油精製

東亜石油（株） •石油精製

昭和シェル船舶（株） •外航・内航船舶運送業

平和汽船（株） •製油所・石油基地における構内作業
•船舶代理店業

昭石海外石油開発（株） •石油・天然ガスなどの探鉱
•開発プロジェクト会社の管理統括

昭石エンジニアリング（株） •石油関係を中心とする産業施設・給油所の設計・建設

日本グリース（株） •グリース・潤滑油の製造・販売

ソーラーフロンティア（株） •太陽電池モジュール・システムの開発・製造・販売

昭石化工（株） •防水用建材の製造・販売・施工
•石油製品・アスファルト舗材の製造・販売

（株）ライジングサン •自動車関連用品の販売
•機器類のリース
•損害保険代理店業

（株）オンサイトパワー •分散電源事業

若松ガス（株） •石油製品の販売
•都市ガス事業

（株）ジェネックス •電力の卸供給

リーフエナジー（株） •石油製品販売

（株）サンロード • 石油製品販売

上燃（株） •石油製品販売

（株）新陽石油 •石油製品販売

中央シェル石油販売（株） •石油製品販売

東京シェルパック（株） •石油製品販売

中川石油（株） •石油製品販売

（株）ペトロスター関西 •石油製品販売

日商砿油（株） •石油製品販売

永瀬石油（株） •石油製品販売

（株）エネサンスホールディングス •液化ガス販売
•高圧ガス他石油関連工事
•住宅器具・OA機器販売

他10社

持分法適用関連会社（13社）
西部石油（株） •石油精製

ジャパンオイルネットワーク（株） •石油類の保管および受払

新潟石油共同備蓄（株） •石油類の貯蔵および受払

（株）ダイヤ昭石 •石油製品販売

（株）シェル石油大阪発売所 •石油製品販売

セントラル石油瓦斯（株） •石油製品販売

三重石商事（株） •石油製品販売

シェル徳発（株） •石油製品販売

常陽シェル石油販売（株） •石油製品販売

丸紅エネルギー（株） •石油製品販売

豊通石油販売（株） •石油製品販売

TSアロマティックス（株） •石油化学製品の販売

（株）扇島パワー •電力の卸供給

（2011年12月31日時点）
主な子会社・関連会社 
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（2011年12月31日時点)

設立年月日 1985（昭和60）年1月1日
発行可能株式総数 440,000,000株
発行済株式総数 376,850,400株
資本金 34,197,585,900円
従業員数 1,007人
系列SS総数（固定式） 3,782ヵ所
総株主数 67,697人
上場市場 東京証券取引所
証券コード 5002
株主名簿管理人 三井住友信託銀行株式会社

〒168-0063 東京都杉並区和泉2-8-4
会計監査人 あらた監査法人
定時株主総会 毎年3月

主要大株主 所有株式数
発行済株式総数に対する

所有株式数の割合

ザ・シェル・ペトロリウム･カンパニー ･リミテッド 125,261.2千株 33.24%
アラムコ・オーバーシーズ・カンパニー・ビー・ヴィ 56,380.0 14.96
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 13,989.8 3.71
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 13,090.5 3.47
ザ・アングロサクソン・ペトロリウム・カンパニー・リミテッド 6,784.0 1.80
資産管理サービス信託銀行株式会社(証券投資信託口) 3,540.3 0.94
川崎汽船株式会社 3,503.7 0.93
ラボバンクネダーランド東京支店 2,950.0 0.78
JPモルガン証券株式会社 2,597.4 0.69
SSBT OD05 OMNIBUS ACCOUNT - TREATY CLIENTS 2,187.6 0.58
10社の合計 230,284.5 61.11
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